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地域交通のグリーン化事業

低炭素化や環境保全の取組みに繋がるものとして、観光振興、地域住民の生活及び移動の質の向上に寄与
する等地域振興に資する次世代自動車を導入し、普及に寄与する事業に対して補助金を交付しています。

事業Ⅰ 車両のラインナップが少なく実証実験段階の高額な車両
（燃料電池タクシー、電気バス、プラグインハイブリッドバス、超小型モビリティ）

事業Ⅱ 車両ラインナップとしては揃ったが、まだ高額な車両
（電気タクシー、プラグインハイブリッドタクシー、電気トラック）

事業Ⅲ 車両としては揃ったが価格差があるため普及が進まない車両
（ハイブリッドバス・トラック、天然ガスバス・トラック）
※ 事業Ⅰの問い合わせは 自動車技術安全部保安環境課
※ 事業Ⅱ、事業Ⅲの問い合わせは 自動車交通部旅客一課、旅客二課、貨物課

事業のすみ分け

事業の概要

令和４年度予算案額 ３９２百万円



地域交通のグリーン化事業

事業の内容
電気バス等、燃料電池タクシー及び超小型モビリティの集中的導入を誘発・促進するような地域・事業者間連

携等による先駆的事業を行う場合における当該車両用充電設備等の導入（使用過程車の電気バス等への改造
による導入を含む。）

事業の対象（事業Ⅰ）

補助対象事業者要件
○ 一般乗合旅客自動車運送事業者（路線バス）
○ 一般貸切旅客自動車運送事業者（観光バス）
○ 一般乗用旅客自動車運送事業者（クシー（個人タクシーを含む））
○ 道路運送法第79 条の登録を受けた自家用有償旅客運送者
○ 自動車リース事業者その他これらに準ずるものとして大臣の認定を受けたもの

(参考）
第五章 自家用自動車の使用

（有償運送）
第七十八条 自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用に供してはならない。

二 市町村（特別区を含む。）、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その他国土交通省令で定める者が、次
条の規定により地域住民又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の運送その他の国土交通省令で定める旅客の運送（以下「自家用有償旅客運送」という。）を
行うとき。
三 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受けて地域又は期間を限定して運送の用に供するとき。
（登録）
第七十九条 自家用有償旅客運送を行おうとする者は、国土交通大臣の行う登録を受けなければならない。

（登録の申請）
第七十九条の二 前条の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

（登録の実施）
第七十九条の三
２ 国土交通大臣は、前項の規定による登録をした場合においては、遅滞なく、その旨を申請者に通知しなければならない。



地域交通のグリーン化事業

大まかな流れ

補助事業
の認定

交付
申請

実証
運行

結果
報告

補助金
確定

事業Ⅰは実証実験の意味合いが強いため車両導入の前に事業計画の審査が必要になり、提出された事業計画案は
本省の有識者委員会で審査され採択できるものか審査します。

申請等の流れ

１．事業採択の申請（事業Ⅰのみ） 毎年4月上旬の2週間
① グリーン化事業Ⅰを行おうとする者は「自動車環境総合改善対策費補助金に関する運用方針」（以下、指針）３．

（１）ⅰ①により、自動車局長あての「事業計画書」（様式1）を作成し、地方運輸局長に提出しなければならない。

② 提出された書面は運輸局で審査（提出書面の過不足等の審査）し、速やかに国土交通省自動車局長に進達します。

③ 本省審査（外部検討委員による審査）の結果補助事業にふさわしいと判断されれば事業認定通知が行われます。
（事業規模の修正や変更等もこの時点で指示されます。 例 ： 対象車両 ３両 → １両 ）

※事業認定通知は 国土交通省自動車局長 → 事業者（手交は運輸局）

【運用方針】
⑥ 自動車局長は、検討会の審査結果を参考に、事業計画書の内容が補助対象としてふさわしいと認めたときは、当該事業を地域交通グリーン化
事業の補助対象案件に認定し、様式２により、地方運輸局長を通じて事業計画提出者に通知するものとする。

根拠文章：「交付要綱」：自動車環境総合改善対策費補助金交付要綱
「運用指針」：自動車環境総合改善対策費補助金に関する運用方針

※一般的な補助金：物品購入 → 補助金申請 → 認定 → 入金



地域交通のグリーン化事業

計画書の内容
１．事業の概要
２．地域・事業者間連携等により先駆的事業を行う者（※１ 関係者が多数の場合には、適宜行を追加して記載すること。）

３．事業内容が地域公共交通計画、低炭素まちづくり計画、地域防災計画等、離島振興計画等地域の計画に位置付け
られている場合はその内容

４．補助対象自動車の活用による観光振興・地域振興等への貢献のあり方
５．申請者が営む事業における補助対象自動車の普及や環境問題のための取り組み方法

※ 事業を実施するうえで、補助対象自動車の普及又は環境問題のために考えている計画を記載すること。

６．関係者の役割分担と連携方法
７．補助対象自動車を利用し、他の事業では見られないような工夫をされる点を記載すること。
８．導入予定時期及び経費の詳細
９．添付資料（各設備の仕様書・見積書、地域・路線図、運賃、その他参考となる資料）

事業計画書

事業計画の提出（交付要綱第４条関係）（抜粋）
他の地域や事業者による「補助対象自動車」の集中的導入を誘発・促進するような地域・事業者間連携等による先駆的事

業を実施し、補助を受けようとする者は、「事業計画」を策定の上、自動車局長あての事業計画書を作成し、提出しなければ
ならない。

※ 自動車局長は、予算その他の制約により、事業計画書の内容を変更する必要があ
ると認める場合は、その内容を変更した上で、前項の通知をすることができる。



地域交通のグリーン化事業

事業計画の審査 国土交通省HP：次世代自動車普及促進事業で検索



「地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車の普及促進」事業（一般会計）

【事業Ⅰ】補助認定スキーム

事業者が予定する
次世代自動車の導
入事業計画認定申
請 毎年4月上旬

運輸局を経由し
国土交通大臣に提出

有識者検討会にお
いて事業計画書の
審査 毎年4月下旬

運輸局を経由し
申請者へ通知認定

認定を受けた事業
の補助金交付申請

毎年5月上旬

認定を受けた事業
の補助金交付金額
の決定 毎年6月中旬

１ヶ月程度の実証試験
運行後
実績報告・補助金請求

運輸局を経由し
国土交通大臣に提出

ＨＰによる公表

ＨＰによる公表

運輸局を経由し
申請者へ通知

事業実績内容審
査後、補助金額
の確定運輸局を経由し

国土交通大臣に提出

補
助
金
支
払

2050年カーボンニュートラルに実現に向けた自動車の電動化の推進
地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車に普及促進 R3年度 474百万円

翌年3月頃

※R4年度予定
392百万円

※2月中までに運行開始が必須



近畿管内 令和2年度事業の紹介

電気バス導入に伴う最適な充放電システムの構築に向けた
産学連携による実証実験の概要について

◆実施概要 （阪急バス、関西電力、大阪大学 出発式プレスより）
・ 電気バス導入に伴う最適な充放電システムの構築に向けた産学連携による実証実験（２０
２１年２月１６日リリース）の運行開始に伴う出発式を実施します。

なお、本件は国土交通省より自動車環境総合政策改善対策費補助金事業『地域交通グ
リーン化事業』の実施者として認定を受けています。
・ 阪急バスは、大阪大学の吹田・豊中・箕面の各キャンパスを結ぶ学内連絡バス５台のうち、
大型電気バス２台の運行を１０月１日開始しました。

BYD社製電気バス Ｋ８
量産型大型電気バス
・インホイール式 2モーター
・航続距離: 220 km
・乗車定員: 80 人

大阪大学の学内連絡バス路線に対して電気バス
の導入を行うとともに、千里ニュータウン内を走行す
る路線にも導入予定。

電気バス導入にあたり、大学の休校期間は阪急
バスの営業所に放電を行うとともに、非常災害時に
は外部給電器によってＢＣＰ対策への活用も検討。

電気バス（BYD K8）
２台

急速充電設備 １基
普通充電設備 １基
外部給電装置 ２基



設置型充・放電コントローラー

外部給電器

ＥＶ用急速充電器50kW V2Hコントローラー

充電トリガー 充放電管理システム



外部給電器（ニチコン ＶＰＳ－４Ｃ１Ａ）

外部給電器


